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１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設

2

⑴
制

度
創

設
の

背
景

平
成

３
０

年
度

税
制

改
正

大
綱

（
抄

）
平

成
29

年
12

月
14

日
自

由
民

主
党

・
公

明
党

第
三

検
討

事
項

５
個

人
事

業
者

の
事

業
承

継
に

係
る

税
制

上
の

措
置

に
つ

い
て

は
、

現
行

制
度

上
、

事
業

用
の

宅
地

に
つ

い
て

特
例

措
置

が
あ

り
、

既
に

相
続

税
負

担
の

大
幅

な
軽

減
が

図
ら

れ
て

い
る

こ
と

、
事

業
用

資
産

以
外

の
資

産
を

持
つ

者
と

の
公

平
性

の
観

点
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
、

法
人

は
株

式
等

が
散

逸
し

て
事

業
の

円
滑

な
継

続
が

困
難

に
な

る
と

い
う

特
別

の
事

情
に

よ
り

特
例

が
認

め
ら

れ
て

い
る

の
に

対
し

、
個

人
事

業
者

の
事

業
承

継
に

当
た

っ
て

は
事

業
継

続
に

不
可

欠
な

事
業

用
資

産
の

範
囲

を
明

確
に

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
承

継
の

円
滑

化
を

支
援

し
代

替
わ

り
を

促
進

す
る

た
め

の
枠

組
み

が
必

要
で

あ
る

こ
と

等
に

留
意

し
、

既
存

の
特

例
措

置
の

あ
り

方
を

含
め

、
引

き
続

き
総

合
的

に
検

討
す

る
。

95

54

87

61

77
6882

010203040506070809010
0

〜
19
歳

〜
24

〜
29

〜
34

〜
39

〜
44

〜
49

〜
54

〜
59

〜
64

〜
69

70
歳
〜

20
00
年

20
05
年

20
10
年

20
17
年

資
料
：
総
務
省
「労
動
⼒
調
査
(基
本
集
計
)」

(注
)1
.⾮
農
林
業
に
つ
い
て
集
計
して
い
る
。
2.
ここ
で
い
う⾃

営
業
主
とは
、個

⼈
経
営
の
事
業
を
営
ん
で
い
る
者
を
い
う。

(万
⼈
)年
齢
階
級
別
に
⾒
た
⾃
営
業
主
数
の
推
移

54
%

70
歳
以
上

(9
3万
⼈
)

46
%

70
歳
未
満

(7
9万

⼈
)

中
⼩
企
業
・⼩
規
模
事
業
者
の
経
営
者
の
20
25
年
に
お
け
る
年
齢

27
%

70
歳
未
満

(5
9万

⼈
)

73
%

70
歳
以
上

(1
50
万
⼈
)

平
成
28
年
度
総
務
省
「個
⼈
企
業
経
済
調
査
」、

平
成
28
年
度
(株
)帝
国
デ
ー
タバ
ンク
の
企
業
概
要
ファ
イル
か
ら推

計

法
⼈

個
⼈
事
業
者

現
状
を
放
置
した
場
合
、

約
33
0万
⼈
の
雇
⽤

と、
約
5.
2兆
円
の

G
D
Pが
失
わ
れ
る
可
能

性

※
中

小
企

業
庁

作
成

資
料

か
ら

作
成

-2-



3

⑵
制

度
の

概
要

（全
体

の
流

れ
）

○
特

定
事

業
用

の
小

規
模

宅
地

の
特

例
と

の
選

択
適

用
で

、
１

０
年

間
※

の
時

限
措

置
と

し
て

、
個

人
事

業
者

の
事

業
用

資
産

に
係

る
贈

与
税

・
相

続
税

の
納

税
猶

予
の

特
例

制
度

を
創

設
す

る
。

※
平

成
3
1
年

１
月

１
日

か
ら

令
和

1
0
年

1
2
月

3
1
日

ま
で

Ｒ
6
.3

.3
1
ま

で
に

、
都

道
府

県
へ

「
承

継
計

画
」
を

提
出

被
相

続
人

の
青

色
申

告
の

承
認

相 続 開 始

都
道

府
県

知
事

の
認

定

・
事

業
、

資
産

等
に

関
す

る
要

件
の

判
定

後
継

者
の

青
色

申
告

の
承

認

事
業

、
資

産
保

有
の

継
続

等

【
３

年
ご

と
】

・
３

年
毎

に
継

続
届

出
書

を
提

出

【
５

年
経

過
後

】

・
特

例
事

業
用

資
産

を
現

物
出

資
し

て
会

社
を

設
立

し
た

場
合

で
も

株
式

保
有

等
を

条
件

に
猶

予
継

続

申 告 期 限

1
0
ヶ

月
間

後
継

者
の

死
亡

等

申
告

・
担

保
提

供

特
例

事
業

用
資

産
の

課
税

価
格

に

対
応

す
る

相
続

税
の

納
税

を
猶

予
（注

１
）

全
額

納
付

（
注

２
）

事
業

、
資

産
保

有
の

継
続

等
の

要
件

を
満

た
さ

な
く
な

っ
た

場
合

特
例

事
業

用
資

産
が

事
業

の
用

に
供

さ
れ

な
く
な

っ
た

場
合

供
さ

れ
な

く
な

っ
た

部
分

に
対

応
す

る
猶

予
税

額
を

納
付

（
注

２
）

猶
予

税
額

の
免

除

（
注

１
）

被
相

続
人

に
債

務
が

あ
る

場
合

に
は

、
特

定
事

業
用

資
産

の
価

額
か

ら
当

該
債

務
の

額
（
明

ら
か

に
事

業
用

で
な

い
債

務
の

額
を

除
く
。

）
を

控
除

し
た

額

を
猶

予
税

額
の

計
算

の
基

礎
と

す
る

。

（
注

２
）

猶
予

税
額

の
納

付
に

併
せ

て
利

子
税

を
納

付
。

年
３

.６
％

〔
特

例
：
０

.７
％

※
〕

※
特

例
基

準
割

合
１

.６
％

の
場

合
。

※
贈

与
税

の
納

税
猶

予
に

つ
い

て
も

、
基

本
的

に
は

同
様

の
仕

組
み

。
（贈

与
者

死
亡

時
に

相
続

税
の

納
税

猶
予

に
切

替
え

可
）

事
業

用
宅

地
に

係
る

小
規

模
宅

地
の

特
例

と
選

択
適

用

１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設
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遺
産

総
額

３
億

円

子
Ａ

3
,4

6
0
万

円
子

Ａ
の

相
続

税
額

は
、

子
Ｂ

の
特

例
適

用
に

影
響

さ
れ

な
い

納
付

税
額

1
,4

9
2
万

円

猶
予

税
額

1
,9

6
8
万

円

子
Ａ

：
１

.５
億

円

子
Ｂ

：
１

.５
億

円

通
常

の

相
続

税
額

の
計

算
子

Ｂ
3
,4

6
0
万

円

後
継

者
で

、
そ

の
相

続
財

産
に

は
納

税
猶

予
の

対
象

と
な

る
特

定
事

業
用

資
産

１
億

円
を

含
む

。

○
特

例
の

適
用

に
よ

り
、

後
継

者
以

外
の

相
続

人
の

税
額

に
影

響
を

与
え

な
い

よ
う

に
す

る
。

子
Ｂ

が
特

定
事

業
用

資
産

（
1
億

円
）
の

み
を

相
続

す
る

と
し

た
場

合
の

子
Ｂ

の
相

続
税

額

＜
1
,9

6
8
万

円
＞

1
,9

6
8
万

円

※
 子

Ａ
：
1
.5

億
円

、
子

Ｂ
：
特

定
事

業
用

資
産

1
億

円
と

し
て

計
算

(注
)

子
Ｂ

の
猶

予
税

額
の

計
算

計
算

例
【
計

算
の

前
提

】
・
遺

産
総

額
は

３
億

円
。

・
子

２
人

（
A

・
B

）
が

法
定

相
続

分
に

よ
り

相
続

し
、

子
B

（
後

継
者

）
が

納
税

猶
予

の
対

象
と

な
る

特
定

事
業

用
資

産
（
１

億
円

）
を

相
続

。

〔
（
1
.5

億
円

＋
1
億

円
）
－

4
,2

0
0
万

円
〕
×

1
/2

＝
1
.0

4
億

円

1
.0

4
億

円
×

4
0
％

－
1
,7

0
0
万

円
＝

2
,4

6
0
万

円

2
,4

6
0
万

円
×

２
＝

4
,9

2
0
万

円

4
,9

2
0
万

円
×

1
億

円
／

2
.5

億
円

＝
1
,9

6
8
万

円

(注
)

特
定

債
務

額
（
事

業
に

関
す

る
債

務
と

認
め

ら
れ

る
も

の
の

金
額

）
が

あ
る

場
合

に
は

、
特

定
事

業
用

資
産

の
価

額
か

ら
こ

れ
を

控
除

し
た

残
額

を
子

B
の

相
続

税
の

課
税

価
格

と
み

な
し

て
猶

予
税

額
を

計
算

※
 上

記
の

計
算

例
は

、
特

定
事

業
用

資
産

の
全

て
に

つ
い

て
本

特
例

を
適

用
す

る
場

合
と

す
る

。

4

⑵
制

度
の

概
要

（相
続

税
の

納
税

猶
予

税
額

の
計

算
方

法
）

贈
与

税
の

場
合

も
、

上
記

と
同

じ
考

え
方

で
計

算
す

る
。

⇒
受

贈
資

産
全

体
で

１
回

、
特

例
対

象
と

な
る

財
産

で
１

回
、

贈
与

税
の

計
算

を
し

、
差

額
を

納
付

す
る

。

１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設

-4-



5

⑵
制

度
の

概
要

（特
定

事
業

用
資

産
、

特
例

事
業

用
資

産
）

種
類

内
容

宅
地

等
土

地
及

び
土

地
の

上
の

存
す

る
権

利

減 価 償 却 資 産

建
物

建
物

及
び

付
属

設
備

有
形

減
価

償
却

資
産

構
築

物
、

車
両

、
船

舶
、

機
械

装
置

な
ど

無
形

減
価

償
却

資
産

特
許

権
な

ど

生
物

牛
（
乳

牛
、

繁
殖

用
）
、

果
樹

な
ど

【
特

定
事

業
用

資
産

】
所

得
税

の
青

色
申

告
書

の
貸

借
対

照
表

に
計

上
さ

れ
て

い
る

資
産

で
以

下
の

範
囲

内
の

も
の

が
特

例
の

対
象

限
定

面
積

４
０

０
㎡

ま
で

床
面

積
８

０
０

㎡
ま

で

固
定

資
産

税
、

自
動

車
税

・
軽

自
動

車
税

（
営

業
用

）
の

課
税

対
象

＋
α

（バ
イ

ク
な

ど
）

（
所

得
税

法
施

行
令

６
条

８
号

）

（
所

得
税

法
施

行
令

６
条

９
号

）

※
減

価
償

却
し

な
い

財
産

（
金

融
資

産
、

少
額

減
価

償
却

資
産

、
減

耗
し

な
い

資
産

（
美

術
品

・
貴

金
属

）
、

棚
卸

資
産

な
ど

）
は

対
象

外

上
記

の
特

定
事

業
用

資
産

の
う

ち
、

相
続

税
（
贈

与
税

）
の

申
告

書
に

特
例

の
適

用
を

受
け

る
も

の
と

し
て

記
載

さ

れ
た

も
の

が
「
特

例
事

業
用

資
産

（
特

例
受

贈
事

業
用

資
産

）
」
と

し
て

管
理

の
対

象
と

な
る

。

１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設

-5-



6

⑵
制

度
の

概
要

（確
定

事
由

及
び

免
除

事
由

の
一

覧
）

確
定

事
由

全 部 確 定

①
事

業
を

廃
止

し
た

場
合

、
破

産
手

続
開

始
の

決
定

が
あ

っ
た

場
合

②
資

産
保

有
型

事
業

、
資

産
運

用
型

事
業

、
性

風
俗

関
連

特
殊

営
業

に
該

当
し

た
場

合

③
事

業
所

得
の

収
入

金
額

が
零

に
な

っ
た

場
合

④
対

象
資

産
の

全
て

が
青

色
申

告
の

Ｂ
／

Ｓ
に

計
上

さ
れ

な
く
な

っ
た

場
合

⑤
青

色
申

告
の

承
認

が
取

り
消

さ
れ

た
場

合

⑥
取

り
や

め
の

届
出

書
を

提
出

し
た

場
合

⑦
青

色
申

告
の

承
認

申
請

中
に

特
例

を
適

用
し

た
が

、
却

下
さ

れ
た

と
き

（
相

続
税

）

一 部 確 定

⑧
事

業
の

用
に

供
さ

れ
な

く
な

っ
た

場
合

（
譲

渡
、

現
物

出
資

な
ど

）

⑨
買

い
換

え
た

場
合

（
特

例
あ

り
）

⑩
現

物
出

資
し

た
場

合
（
特

例
あ

り
）

免
除

事
由

①
特

例
適

用
者

（
受

贈
者

、
相

続
人

等
）
の

死
亡

②
贈

与
者

の
死

亡
（
贈

与
税

）

③
５

年
経

過
後

、
後

継
者

に
対

象
資

産
を

一
括

贈
与

④
一

定
の

継
続

困
難

事
由

（身
体

障
害

１
級

・２
級

、
精

神
障

害
１

級
な

ど
）

１
第

三
者

へ
の

一
括

譲
渡

、
破

産
手

続
開

始
の

決
定

２
一

定
の

売
上

げ
の

減
少

等
⇒

１
、

２
の

場
合

、
一

部
を

納
付

し
、

残
り

は
免

除

３
民

事
再

生
計

画
の

認
可

決
定

（譲
渡

を
伴

わ
な

い
）

⇒
３

の
場

合
、

再
計

算
し

猶
予

継
続

、
残

り
は

免
除

※
税

目
を

明
示

し
て

い
な

い
も

の
は

、
相

続
税

・
贈

与
税

共
通

“
廃

棄
”
は

、
確

定
せ

ず
猶

予
が

継
続

。
た

だ
し

、
廃

棄
を

証
明

す
る

書
類

を
提

出
（
現

金
化

し
て

い
な

い
か

を
確

認
）
。

※
証

明
で

き
な

い
場

合
に

は
、

確
定

⇒
納

付
。

【
一

部
免

除
】

１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設

-6-



7

⑵
制

度
の

概
要

（特
例

の
適

用
手

続
き

の
流

れ
）

な
お

、
担

保
の

提
供

が
必

要
。

農
地

や
株

式
の

よ
う

に
全

部
担

保
の

場
合

の
特

例
は

な
く
、

国
税

通
則

法
50

条
の

規
定

に
よ

る
。

※
中

小
企

業
庁

Ｈ
Ｐ

よ
り

１
個

人
の

事
業

承
継

税
制

（
個

人
の

事
業

用
資

産
に

つ
い

て
の

納
税

猶
予

）
の

創
設
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２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑴
改

正
の

経
緯

及
び

概
要

8

平
成

2
5
年

９
月

４
日

最
高

裁
判

所
大

法
廷

決
定

民
法

第
90

0条
第

４
号

た
だ

し
書

（嫡
出

で
な

い
子

の
相

続
分

を
嫡

出
子

の
相

続
分

の
２

分
の

１
と

す
る

部
分

）の
規

定
が

違
憲

で
あ

る
と

判
断

。

平
成

2
5
年

1
2
月

上
記

決
定

を
踏

ま
え

た
「民

法
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」（

平
成

25
年

法
律

第
94

号
）が

成
立

し
、

民
法

9
0
0
条

第
４

号
た

だ
し

書
を

削
除

す
る

改
正

。

国
会

審
議

等
に

お
い

て
、

民
法

改
正

が
及

ぼ
す

社
会

的
影

響
に

対
す

る
懸

念
や

配
偶

者
の

保
護

の
観

点
か

ら
の

相
続

法
制

の
見

直
し

の
必

要
性

に
つ

い
て

問
題

提
起

平
成
26

年
１

月
～

平
成
27

年
１

月
相

続
法

制
検

討
ワ

ー
キ

ン
グ

チ
ー

ム
に

お
け

る
検

討
（法

務
省

）

（「
配

偶
者

＋
嫡

出
子

」の
相

続
分

が
相

対
的

に
減

少
）

⇒
法

制
審

議
会

に
諮

問
へ

-8-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑴
改

正
の

経
緯

及
び

概
要

9

〇
配

偶
者

居
住

権
の

創
設

配
偶

者
が

居
住

し
て

い
た

被
相

続
人

所
有

の
建

物
に

つ
い

て
、

遺
産

分
割

等
に

よ
り

、
終

身
又

は
一

定
期

間
、

配
偶

者
に

そ
の

建
物

に
居

住
す

る
こ

と
が

で
き

る
法

定
の

権
利

を
創

設
。

〇
配

偶
者

短
期

居
住

権
の

創
設

配
偶

者
が

被
相

続
人

の
建

物
に

居
住

し
て

い
た

場
合

に
は

、
遺

産
分

割
が

終
了

す
る

ま
で

の
間

、
無

償
で

そ
の

居
住

建
物

を
使

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

１
配

偶
者

の
居

住
権

を
保

護
す

る
た

め
の

方
策

〇
配

偶
者

保
護

の
た

め
の

方
策

（
持

戻
し

免
除

の
意

思
表

示
推

定
規

定
）

婚
姻

期
間

が
２

０
年

以
上

の
夫

婦
間

で
、

居
住

用
不

動
産

の
遺

贈
又

は
贈

与
が

さ
れ

た
と

き
は

、
持

戻
し

の
免

除
の

意
思

表
示

が
あ

っ
た

も
の

と
推

定
。

〇
仮

払
い

制
度

等
の

創
設

・
要

件
明

確
化

預
貯

金
債

権
に

つ
い

て
、

生
活

費
や

葬
儀

費
用

の
支

払
な

ど
の

資
金

需
要

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
遺

産
分

割
前

に
も

払
戻

し
が

受
け

ら
れ

る
制

度
を

創
設

。

〇
遺

産
の

分
割

前
に

遺
産

に
属

す
る

財
産

を
処

分
し

た
場

合
の

遺
産

の
範

囲

相
続

開
始

後
に

共
同

相
続

人
の

１
人

が
遺

産
に

属
す

る
財

産
を

処
分

し
た

場
合

に
計

算
上

生
ず

る
不

公
平

を
是

正
す

る
方

策
を

設
け

る
。

２
遺

産
分

割
等

に
関

す
る

見
直

し

①
自

筆
証

書
遺

言
の

方
式

緩
和

パ
ソ

コ
ン

で
作

成
し

た
財

産
目

録
を

自
筆

証
書

遺
言

に
使

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

②
法

務
局

に
お

け
る

自
筆

証
書

遺
言

の
保

管
制

度
の

創
設

（
新

法
）

３
遺

言
制

度
に

関
す

る
見

直
し

遺
留

分
減

殺
請

求
権

の
行

使
に

よ
っ

て
当

然
に

物
権

的
効

果
が

生
ず

る
と

さ
れ

て
い

る
改

正
前

の
規

律
を

見
直

し
、

遺
留

分
の

行
使

に
よ

っ
て

遺
留

分
侵

害
額

に
相

当
す

る
金

銭
の

支
払

を
請

求
で

き
る

こ
と

と
す

る
。

４
遺

留
分

制
度

に
関

す
る

見
直

し

遺
言

に
よ

る
財

産
の

承
継

に
つ

い
て

は
、

法
定

相
続

分
を

超
え

る
部

分
は

、
登

記
等

の
対

抗
要

件
を

備
え

な
け

れ
ば

、
第

三
者

に
対

抗
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

こ
と

と
す

る
。

５
相

続
の

効
力

等
に

関
す

る
見

直
し

相
続

人
以

外
の

被
相

続
人

の
親

族
が

被
相

続
人

の
療

養
看

護
等

を
行

っ
た

場
合

に
は

、
相

続
人

に
対

し
て

金
銭

の
支

払
を

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

と
す

る
。

６
相

続
人

以
外

の
者

の
貢

献
を

考
慮

す
る

た
め

の
方

策

〇
H

2
7
.2

法
務

大
臣

に
よ

る
諮

問
（
諮

問
第

1
0
0
号

）
〇

H
2
7
.4

～
H

3
0
.1

法
制

審
議

会
民

法
（
相

続
関

係
）
部

会
に

お
け

る
審

議
（
中

間
試

案
、

パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
、

追
加

試
案

、
追

加
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
は

さ
み

、
合

計
2
6
回

開
催

）
〇

H
3
0
.2

法
制

審
議

会
総

会
に

お
い

て
答

申
決

定
〇

H
3
0
.3

法
案

（
民

法
及

び
家

事
事

件
手

続
法

の
一

部
を

開
始

す
る

法
律

案
）
提

出
〇

H
3
0
.6

～
7

法
案

成
立

・
公

布
⇒

令
和

元
年

７
月

１
日

施
行

（１
は

令
和

２
年

４
月

１
日

、
３

①
は

施
行

済
み

、
３

②
は

令
和

２
年

７
月

10
日

）

経
緯

-9-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑵
相

続
税

の
対

応
（
配

偶
者

居
住

権
） 10

〇
配

偶
者

が
居

住
し

て
い

た
被

相
続

人
所

有
の

建
物

に
つ

い
て

、
遺

産
分

割
等

に
よ

り
、

終
身

又
は

一
定

期
間

、
配

偶
者

が
居

住
す

る
こ

と
が

で
き

る
法

定
の

権
利

（
配

偶
者

居
住

権
）
を

創
設

。
【
民

法
10

28
条

】

※
配
偶
者
の
た
め
に
居
住
建
物
の
使
用
収
益
の
み
が
認
め
ら
れ
、
処
分
権
が
な
い
新
た
な
権
利
を
創
設
す
る
こ
と

に
よ
り
、
遺
産
分
割
の
際
、
配
偶
者
が
居
住
建
物
の
所
有
権
を
取
得
す
る
場
合
よ
り
も
低
廉
な
価
額
で
居
住
権
を

確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

自
宅

：
3
,0

0
0万

円

現
金

：
3
,0

0
0万

円

相
続

財
産

：
6
,0

0
0
万

円

配
偶

者

自
宅

：
3
,0

0
0万

円

現
金

：
3
,0

0
0万

円

子

【
自

宅
の

所
有

権
を

取
得

す
る

場
合

】

自
宅

：
3
,0

0
0万

円

現
金

：
3
,0

0
0万

円

相
続

財
産

：
6
,0

0
0
万

円

配
偶

者

配
偶

者
居

住
権

：1
,5

00
万

円
現

金
：
1
,5

00
万

円
計

：
3
,0

0
0万

円

負
担

付
不

動
産

：1
,5

00
万

円
現

金
：
1
,5

00
万

円
計

：
3
,0

0
0万

円

子

【
配

偶
者

居
住

権
を

取
得

す
る

場
合

】

配
偶

者
居

住
権

1
,5

0
0
万

円

（
具

体
例

）
相

続
財

産
は

、
自

宅
（
3,

0
0
0万

円
）
と

現
金

（
3
,0

0
0
万

円
）
。

２
人

の
相

続
人

（
配

偶
者

・
子

）
が

法
定

相
続

す
る

場
合

居
住

権
負

担
付

不
動

産
1
,5

0
0
万

円

現
金

が
相

続
で

き
な

い

現
金

も
相

続
で

き
る

-10-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑵
相

続
税

の
対

応
（
配

偶
者

居
住

権
） 11

【
配

偶
者

居
住

権
と

法
定

評
価

】
〇

相
続

税
法
22

条
の

「
時

価
」
と

は
、

“
客

観
的

交
換

価
値

”
を

い
う

と
さ

れ
て

お
り

、
そ

れ
は

“不
特

定
多

数
の

当
事

者
間

で
自

由
な

取
引

が
行

わ
れ

る
場

合
に

通
常

成
立

す
る

と
認

め
ら

れ
る

価
額

”を
い

う
も

の
と

解
さ

れ
て

い
る

（判
例

、
財

産
評

価
基

本
通

達
）。

〇
民

法
上

、
配

偶
者

居
住

権
は

、
財

産
的

価
値

は
あ

る
も

の
の

譲
渡

禁
止

と
さ

れ
て

お
り

、
取

引
価

格
と

い
う

概
念

が
成

立
し

な
い

お
そ

れ
が

あ
る

。
ま

た
、

所
有

権
部

分
も

取
引

事
例

の
蓄

積
に

は
時

間
を

要
す

る
。

〇
そ

こ
で

、
相

続
税

法
22

条
の

時
価

の
例

外
と

し
て

、
法

定
評

価
を

定
め

る
こ

と
に

よ
り

、
課

税
上

の
評

価
を

明
ら

か
に

し
た

。

建
物

土
地

○
配

偶
者

居
住

権
の

価
額

（
相

続
税

法
23

条
の

２
第

１
項

）

（
耐

用
年

数
※

１
－

経
過

年
数

）
－

存
続

年
数

※
２

( 
耐

用
年

数
※

１
－

経
過

年
数

)

居
住

用
建

物
の

価
額

存
続

年
数

※
２
に

応
じ

た
民

法
の

法
定

利
率

(３
％

)
に

基
づ

く
複

利
現

価
率

×
居

住
用

建
物

の
価

額
×

－

○
建

物
の

所
有

権
部

分
の

価
額

（
相

続
税

法
23

条
の

２
第

２
項

）

建
物

の
価

額
※

３
－

配
偶

者
居

住
権

の
価

額

○
敷

地
利

用
権

の
価

額
（
相

続
税

法
23

条
の

２
第

３
項

）

土
地

の
価

額
－

土
地

の
価

額
×

○
土

地
の

所
有

権
部

分
の

価
額

（
相

続
税

法
23

条
の

２
第

４
項

）

※
１

非
事

業
用

（
1.
5倍

し
た

も
の

）
※

２
配

偶
者

の
平

均
余

命
年

数
と

協
議

等
に

よ
り

定
め

た
年

数
の

い
ず

れ
か

短
い

年
数

※
３

相
続

税
法
22

条
の

時
価

（
賃

借
権

が
設

定
さ

れ
て

い
る

場
合

に
は

、
そ

の
控

除
後

）

存
続

年
数

に
応

じ
た

民
法

の
法

定
利

率
(３

％
)

に
基

づ
く
複

利
現

価
率

※
相

続
税

法
22

条
の

時
価

（
賃

借
権

が
設

定
さ

れ
て

い
る

場
合

に
は

、
そ

の
控

除
後

）
土

地
の

価
額

※
－

敷
地

利
用

権
の

価
額

-11-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑵
相

続
税

の
対

応
（
配

偶
者

居
住

権
） 12

建
物

相 続
配

偶
者

の
余

命
年

数

③
配

偶
者

居
住

権

新 築

建
物

の
時

価

②
所

有
権

の
時

価

終 了
耐 用 年 数

（ 1 ・ ５ 倍 ）

① 土 地 の 時 価

③
敷

地
利

用
権

＝
①

－
②

②
所

有
権

の
時

価

相 続
終 了

配
偶

者
の

余
命

年
数

※
将

来
の

時
価

変
動

は
捨

象
さ

れ
る

。

（考
え

方
）

①
終

了
時

の
建

物
価

額
（終

了
時

に
所

有
者

が
利

用
で

き
る

価
値

）を
計

算
②

①
の

価
額

を
法

定
利

率
で

割
戻

し
（＝

所
有

権
部

分
の

評
価

額
）

③
建

物
の

時
価

か
ら

②
を

控
除

①

建
物

の
時

価

Ｂ
％

配
偶

者
居

住
権

Ａ
％

所
有

権

余
命

年
数

Ｂ ％ Ａ
％

（
1.
5倍

）
分

割
終

了
耐

用
年

数
相

続
新

築

・協
議

に
時

間
を

要
し

た
場

合
（当

初
未

分
割

）に
は

、
分

割
時

の
平

均
余

命
に

よ
り

配
偶

者
居

住
権

の
存

続
年

数
を

算
定

し
、

分
割

時
の

配
偶

者
居

住
権

と
所

有
権

の
比

率
を

求
め

る
。

そ
の

比
率

で
課

税
時

期
の

価
格

を
按

分
し

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
課

税
時

期
に

お
け

る
評

価
額

を
算

定

・申
告

期
限

後
で

あ
れ

ば
、

修
正

申
告

等
に

よ
り

調
整

。
（
相

法
§
55

→
相

法
§
32

①
一

）

建
物

土
地

分
割

時
期

の
ズ

レ
へ

の
対

応

-12-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑵
相

続
税

の
対

応
（
配

偶
者

居
住

権
） 13

〇
そ

の
他

の
論

点

配
偶

者
居

住
権

そ
の

も
の

は
、

建
物

に
関

す
る

権
利

で
あ

り
小

規
模

宅
地

等
の

特
例

は
適

用
で

き
な

い
。

敷
地

利
用

権
は

、
土

地
の

上
に

存
す

る
権

利
で

あ
り

配
偶

者
は

特
例

が
適

用
で

き
る

。

※
土

地
所

有
者

の
所

有
権

部
分

も
同

居
な

ど
の

要
件

を
満

た
せ

ば
適

用
で

き
る

。

そ
の

場
合

、
面

積
制

限
は

、
宅

地
の

面
積

を
そ

れ
ぞ

れ
の

評
価

額
の

割
合

で
按

分
し

た
も

の
で

計
算

す
る

。

配
偶

者
居

住
権

そ
の

も
の

は
、

民
法

上
、

譲
渡

が
禁

止
さ

れ
て

い
る

の
で

、
物

納
申

請
は

で
き

な
い

。

配
偶

者
居

住
権

が
設

定
さ

れ
た

建
物

及
び

そ
の

敷
地

（
所

有
権

部
分

）
は

、
物

納
劣

後
財

産
と

な
る

。

小
規

模
宅

地
等

の
特

例

物
納

す
る

場
合

の
扱

い

・
・
・
・
・
・

-13-



２
民

法
（
相

続
法

）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

⑵
相

続
税

の
対

応
（
特

別
寄

与
料

）

14

【
遺

贈
】

【
寄

与
分

】
【特

別
寄

与
料

】

（
療

養
看

護
）

（
療

養
看

護
）

遺
贈

遺
言

寄
与

分
が

認
め

ら
れ

る
の

は
、

相
続

人
の

み

相
続

人
以

外
の

療
養

看
護

者
に

遺
贈

す
る

こ
と

で
実

質
的

に
寄

与
分

と
同

様
の

効
果

。
た

だ
し

、
遺

言
が

な
け

れ
ば

取
得

で
き

な
い

。
遺

言
が

な
い

場
合

で
あ

っ
て

も
、

相
続

人
に

対
し

て
特

別
寄

与
料

を
請

求
可

（
療

養
看

護
）

請
求

長
男

（
既

に
死

亡
）

次
男

長
男

の
配

偶
者

相
続

財
産

生
前

に
介

護

特
別

寄
与

料
の

支
払

を
請

求

被
相

続
人

特
別

寄
与

料
の

支
払

貢
献

を
考

慮
す

る
た

め
の

方
策

創
設

特
別

寄
与

料
の

課
税

関
係

取
得

し
た

特
別

寄
与

料
は

、
み

な
し

相
続

財
産

と
し

て
相

続
税

を
課

税
（相

続
税

法
４

条
２

項
）

支
払

っ
た

特
別

寄
与

料
は

、
債

務
控

除
の

対
象

と
な

り
課

税
価

格
か

ら
控

除
（
相

続
税

法
13

条
４

項
）

※
長

男
健

在
で

も
同

様
の

課
税

関
係

※
所

得
税

の
課

税
関

係
は

生
じ

な
い

。
（所

得
税

法
９

条
１

項
16

号
）
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２
民

法
（
成

年
年

齢
）
の

改
正

に
伴

う
見

直
し

15

平
成

1
9
年

5
月

国
民

投
票

法
の

制
定

平
成

2
1
年

1
0
月

法
制

審
議

会
答

申

平
成

3
0
年

6
月

「
民

法
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」
成

立
⇒

成
年

年
齢

が
1
8
歳

に
（
令

和
４

年
４

月
１

日
施

行
）

〇
未

成
年

者
控

除
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

2
0
歳

（
⇒

1
8
歳

）
ま

で
の

年
数

１
年

に
つ

き
1
0
万

円
の

相
続

税
を

控
除

〇
相

続
時

精
算

課
税

制
度

・
・
・
・
・
・

受
贈

者
は

１
月

１
日

に
お

い
て

2
0
歳

（
⇒

1
8
歳

）
以

上

〇
贈

与
税

の
税

率
の

特
例

・
・
・
・
・
・

2
0
歳

（
⇒

1
8
歳

）
以

上
の

者
が

直
系

尊
属

か
ら

受
け

た
贈

与
は

軽
減

〇
精

算
課

税
適

用
者

の
特

例
・
・
・
・

2
0
歳

（
⇒

1
8
歳

）
以

上
の

直
系

卑
属

は
精

算
課

税
を

適
用

可

〇
非

上
場

株
式

等
の

納
税

猶
予

・
・

贈
与

税
の

場
合

、
後

継
者

は
2
0
歳

（
⇒

1
8
歳

）
以

上

※
令

和
４

年
３

月
3
1
日

以
前

に
期

限
が

到
来

す
る

特
例

は
、

改
正

せ
ず

。

改
正

の
経

緯

相
続

税
法

の
改

正

租
税

特
別

措
置

法
の

改
正

-15-



３
小

規
模

宅
地

等
の

相
続

税
の

課
税

価
格

の
計

算
の

特
例

の
見

直
し

16

○
小

規
模

宅
地

等
の

特
例

は
、

居
住

又
は

事
業

の
継

続
へ

の
配

慮
と

い
う

政
策

目
的

の
も

と
、

被
相

続
人

等
の

居
住

又
は

事
業

の
用

に
供

さ
れ

て
い

た
宅

地
等

に
つ

い
て

、
相

続
税

の
課

税
価

格
を

減
額

す
る

特
例

。

【
見

直
し

】
①

相
続

前
３

年
以

内
に

事
業

の
用

に
供

さ
れ

た
宅

地
に

つ
い

て
は

、
特

例
の

対
象

か
ら

除
外

す
る

。
②

た
だ

し
、

①
に

該
当

す
る

宅
地

で
あ

っ
て

も
、

当
該

宅
地

の
上

で
事

業
の

用
に

供
さ

れ
て

い
る

償
却

資
産

の
価

額
が

、
当

該
宅

地
の

相
続

時
の

価
額

の
1
5
％

以
上

で
あ

れ
ば

、
特

例
の

適
用

対
象

と
す

る
。

※
平

成
31

年
４

月
１

日
以

後
の

相
続

等
に

適
用

。
た

だ
し

、
同

日
前

か
ら

事
業

の
用

に
供

さ
れ

て
い

る
宅

地
に

つ
い

て
は

、
適

用
し

な
い

。

内
容

区
分

土
地

等
の

価
額

の
減

額
割

合
適

用
対

象
面

積

居
住

用
宅

地
等

８
０

％
３

３
０

㎡
ま

で

事
業

用
宅

地
等

８
０

％
４

０
０

㎡
ま

で

貸
付

用
宅

地
等

５
０

％
２

０
０

㎡
ま

で

15
％

・・
・３

年
内

に
事

業
に

供
し

た
宅

地
で

も
、

軽
減

を
受

け
る

税
額

以
上

の
投

資
が

行
わ

れ
る

場
合

に
は

特
例

が
適

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
た

め
、

相
続

税
の

限
界

税
率

の
平

均
を

勘
案

し
て

設
定

（投
資

額
＞

宅
地

の
軽

減
額

×
15

％
（税

率
）で

適
用

可
と

な
る

。
）

平
成
30

年
度

改
正

・
・
・
会

計
検

査
院

の
指

摘
等

を
受

け
、

貸
付

用
宅

地
等

に
つ

い
て

、
相

続
前

３
年

以
内

に
貸

付
け

た
も

の
を

除
外

令
和

元
年

度
改

正
・
・
・
事

業
用

宅
地

等
に

つ
い

て
も

同
様

に
、

相
続

前
３

年
以

内
に

事
業

に
供

し
た

も
の

を
除

外

-16-



４
法

人
の

事
業

承
継

税
制

（
非

上
場

株
式

に
つ

い
て

の
納

税
猶

予
）
の

見
直

し

17

事
業

の
継

続

・
代

表
者

で
あ

る
こ

と

・
株

式
等

の
保

有
継

続
・ 等

都
道

府
県

知
事

の
認

定

・
会

社
、

後
継

者
に

関
す

る
要

件
の

判
定

相 続 開 始

申 告 期 限

５
年

間

株
式

等
の

保
有

継
続

等

後
継

者
の

死
亡

等

全
額

納
付

(注
２

)

要
件

を
満

た
さ

な
く
な

っ
た

場
合

株
式

等
を

譲
渡

等
し

た
場

合

譲
渡

等
し

た
部

分
に

対
応

す
る

猶
予

税
額

を
納

付
(注

２
)

(注
1
)

申
告

・
担

保
提

供

発
行

済
株

式
等

の

に
対

応
す

る
相

続
税

の
納

税
を

猶
予

猶
予

税
額

の
免

除

1
0
ヶ

月
間

「
中

小
企

業
に

お
け

る
経

営
の

承
継

の
円

滑
化

に
関

す
る

法
律

」
に

基
づ

く
関

与

(注
２

)猶
予

税
額

の
納

付
に

併
せ

て
利

子
税

を
納

付
。

年
３

.６
％

〔
特

例
：
０

.７
％

※
〕

※
特

例
基

準
割

合
１

.６
％

の
場

合
。

(注
３

)５
年

後
に

平
均

８
割

を
満

た
せ

ず
、

か
つ

、
経

営
悪

化
し

て
い

る
場

合
な

ど
に

つ
い

て
、

認
定

支
援

機
関

の
指

導
助

言
が

必
要

。

(注
1
)
猶

予
税

額
が

免
除

さ
れ

る
「
死

亡
」以

外
の

例
○

会
社

の
倒

産
○

後
継

者
へ

の
贈

与
○

同
族

関
係

者
以

外
の

者
に

株
式

等
を

全
部

譲
渡

し
た

場
合

（
譲

渡
対

価
等

を
上

回
る

税
額

を
免

除
）

○
民

事
再

生
計

画
の

認
可

決
定

等
が

あ
っ

た
場

合
（
再

計
算

後
の

猶
予

税
額

等
を

上
回

る
税

額
を

免
除

）

【
Ｒ

5
.3

.3
1
ま

で
に

、
都

道
府

県
へ

、
「
特

例
承

継
計

画
」

を
提

出
】

【
３

人
ま

で
】

【
雇

用
要

件
の

弾
力

化
（
注

３
）
】

【
１

０
０

％
】

〇
経

営
環

境
が

悪
化

し
た

場
合

に
お

い
て

、
株

式
の

譲
渡

・
Ｍ

＆
Ａ

（
合

併
等

）
が

あ
っ

た
場

合
（
再

計
算

後
の

猶
予

税
額

を
上

回
る

税
額

を
免

除
）

※
色

付
き

部
分

は
、

一
般

措
置

と
異

な
り

、
特

例
措

置
の

み
に

講
じ

ら
れ

て
い

る
も

の

※
贈

与
税

の
納

税
猶

予
に

つ
い

て
も

、
基

本
的

に
は

同
様

の
仕

組
み

。

⑴
制

度
の

概
要

い
わ

ゆ
る

資
産

管
理

会
社

は
特

例
を

適
用

で
き

な
い

。
ま

た
、

適
用

中
に

該
当

し
た

場
合

に
は

、
納

付
と

な
る

。

◇
資

産
保

有
型

会
社

・
・
・

特
定

資
産

／
総

資
産

≧
70

％
の

会
社

◇
資

産
運

用
型

会
社

・
・
・

特
定

資
産

の
運

用
益

／
総

収
入
≧

75
％

の
会

社

※
特

定
資

産
・
・
・有

価
証

券
な

ど
、

貸
付

不
動

産
な

ど
、

絵
画

・貴
金

属
な

ど
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４
法

人
の

事
業

承
継

税
制

（
非

上
場

株
式

に
つ

い
て

の
納

税
猶

予
）
の

見
直

し

18

⑵
主

な
改

正
点

（資
産

保
有

型
会

社
、

資
産

運
用

型
会

社
の

要
件

の
見

直
し

）

4/
1

贈
与

判
定

期
間

判
定

期
間

4/
1

4/
1

4/
1

4/
1

直
前

事
業

年
度

直
前

事
業

年
度

財
務

省
令

で
定

め
る

事
由

６
月

後
の

事
業

年
度

運
用

収
入

の
割

合
≧
75

％
※

判
定

期
間

判
定

期
間

除
外

改 正 後

※
資

産
運

用
型

会
社

の
判

定
の

タ
イ

ミ
ン

グ
は

、
事

業
年

度
終

了
の

日

4/
1

贈
与

判
定

期
間

判
定

期
間

4/
1

4/
1

4/
1

4/
1

直
前

事
業

年
度

直
前

事
業

年
度

改 正 前

資
産

運
用

型
会

社

資
産

保
有

型
会

社

判
定

期
間

判
定

期
間

3/
15

3/
15

3/
15

改 正 前

3/
15

3/
15

3/
15

改 正 後

事
由

発
生

判
定

期
間

判
定

期
間

判
定

期
間

判
定

期
間

６
月

後

資
産

売
却

な
ど

で
一

時
的

に
資

産
保

有
会

社
に

該
当

し
て

も
、

６
か

月
後

に
70

％
未

満
に

戻
れ

ば
猶

予
継

続

除
外

全
部

確
定

全
部

確
定

-18-



５
教

育
資

金
の

一
括

贈
与

を
受

け
た

場
合

の
贈

与
税

の
非

課
税

の
見

直
し

19

（
注
）
信
託
銀
行
、
銀
行
等
及
び
証
券
会
社
を
い
う
。

（
参
考
）
平
成
3
0
年
9
月
末
時
点
の
実
績

契
約
件
数
：
2
0
万
5
5
件
、
信
託
財
産
設
定
額
：
約
1
兆
4
,3
3
3億

円

小
学
校

入
学
資
金

預
入

金

教
育
資
金
と
し
て
支
出
①

③

大
学
院

入
学
資
金

口
座

（
金

融
機

関
）（

注
）

親
・
祖

父
母

教
育

資
金

を
ま

と
め

て
贈

与

贈
与

資
金

を
預

入
払

出
し

（
教
育
目
的
）

子
・
孫

非
課

税
限

度
額

：
1
,5
0
0万

円
※

学
校

以
外

の
者

に
支

払
わ

れ
る

も
の

は
、
50

0万
円

②大
学

入
学
資
金

○
親

・
祖

父
母

（
贈

与
者

）
は

、
金

融
機

関
（
注

）
に

子
・
孫

（
受

贈
者

）
名

義
の

口
座

等
を

開
設

し
、

教
育

資
金

を
一

括
し

て
拠

出
。

こ
の

資
金

に
つ

い
て

、
子

・
孫

ご
と

に
1
,5

0
0
万

円
を

非
課

税
と

す
る

。

○
受

贈
者

：
子

・
孫

（
０

歳
～

3
0
歳

、
所

得
要

件
な

し
【
改

正
後

：
合

計
所

得
金

額
1
,0

0
0
万

円
以

下
】
）

○
贈

与
者

死
亡

の
場

合
で

も
、

そ
の

時
点

の
残

高
を

相
続

財
産

に
加

算
し

な
い

。

【
改

正
後

：
贈

与
者

の
死

亡
前

３
年

以
内

の
贈

与
に

つ
い

て
、

次
に

該
当

す
る

場
合

を
除

き
、

死
亡

時
の

管
理

残
額

を
相

続
財

産
に

加
算

。

①
2
3
歳

未
満

で
あ

る
場

合
、

②
学

校
等

に
在

学
中

の
場

合
、

③
教

育
訓

練
給

付
金

の
支

給
対

象
と

な
る

教
育

訓
練

を
受

講
し

て
い

る
場

合
】

○
平

成
2
5
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
1
年

３
月

3
1
日

ま
で

の
措

置
。

【
改

正
後

：
令

和
３

年
３

月
3
1
日

ま
で

２
年

延
長

】

制
度

の
概

要

入
学

金
、

授
業

料
、

塾
、

習
い

事
な

ど

金
融
機
関
が
領
収
書
等
を

チ
ェ
ッ
ク
し
、
教
育
目
的
の

支
出
で
あ
る
こ
と
を
確
認

（
教

育
資

金
の

範
囲

）

【改
正

後
】2

3歳
以

上
の

者
の

教
育

資
金

の
範

囲
を

次
の

費
用

に
限

定
。

①
学

校
等

に
支

払
わ

れ
る

費
用

、
②

学
校

等
に

関
連

す
る

費
用

、
③

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

対
象

と
な

る
教

育
訓

練
を

受
講

す
る

た
め

の
費

用

払
出

し
（
教
育
目
的
）

払
出

し
（
教
育
目
的
）

30
歳

到
達

時
に

使
い

残
し

が
あ

れ
ば

残
高

に
対

し
て

贈
与

税
を

課
税

【
改

正
後

】
30

歳
到

達
時

に
お

い
て

、
現

に
学

校
等

に
在

学
し

又
は

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

対
象

と
な

る
教

育
訓

練
を

受
講

し
て

い
る

場
合

は
、

贈
与

税
を

課
税

し
な

い
。

そ
の

後
、

①
こ

れ
ら

の
事

由
が

な
く
な

っ
た

年
の

年
末

又
は

②
40

歳
に

到
達

し
た

日
の

い
ず

れ
か

早
い

日
に

、
そ

の
時

点
の

残
高

に
贈

与
税

を
課

税
。

3
0
歳

到
達

時

-19-



支
出

20
0万

円

支
出

30
0万

円
70

0万
円

〇
贈

与
者

死
亡

時
に

お
け

る
３

年
内

加
算

の
イ

メ
ー

ジ

40
0万

円

0
時

間
贈

与
者

死
亡

拠
出

①
90

0万
円

拠
出

金
額

拠
出

②
60

0万
円 死

亡
前

３
年

間

※
受

贈
者

が
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

場
合

に
は

、
加

算
し

な
い

。
①

2
3
歳

未
満

で
あ

る
場

合
②

学
校

等
に

在
学

し
て

い
る

場
合

③
教

育
訓

練
給

付
金

の
支

給
対

象
と

な
る

教
育

訓
練

を
受

講
し

て
い

る
場

合
10

00
万

円

支
出

30
0万

円

支
出

20
0万

円

90
0万

円

50
0万

円

70
0万

円

拠
出

管
理

残
額

＝
5
0
0
万

×
6
0
0
万

9
0
0
万

＋
6
0
0
万

＝
2
0
0
万

管
理

残
額

を
相

続
財

産
に

加
算

※

５
教

育
資

金
の

一
括

贈
与

を
受

け
た

場
合

の
贈

与
税

の
非

課
税

の
見

直
し

（
注

）
平

成
31

年
３

月
31

日
以

前
に

拠
出

さ
れ

た
も

の
は

、
死

亡
前

３
年

以
内

の
も

の
で

あ
っ

て
も

、
相

続
税

の
課

税
対

象
と

さ
れ

な
い

。
20
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６
結

婚
・
子

育
て

資
金

の
一

括
贈

与
を

受
け

た
場

合
の

贈
与

税
の

非
課

税
の

見
直

し

21

○
親

・
祖

父
母

（
贈

与
者

）
は

金
融

機
関

（
注

１
）
に

子
・
孫

（
受

贈
者

）
名

義
の

口
座

等
を

開
設

し
、

結
婚

・
子

育
て

資
金

を
一

括
し

て
拠

出
。

こ
の

資
金

に
つ

い
て

、
子

・
孫

ご
と

に
1
,0

0
0
万

円
を

非
課

税
と

す
る

。

○
受

贈
者

：
子

・
孫

（
2
0
歳

～
5
0
歳

、
所

得
要

件
な

し
【
改

正
後

：
合

計
所

得
金

額
1
,0

0
0
万

円
以

下
】
）

○
相

続
税

回
避

を
防

止
す

る
た

め
、

贈
与

者
死

亡
時

の
残

高
を

相
続

財
産

に
加

算
す

る
。

○
平

成
2
7
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

3
1
年

３
月

3
1
日

ま
で

の
措

置
。

【
改

正
後

：
令

和
３

年
３

月
3
1
日

ま
で

２
年

延
長

】

制
度

の
概

要

払
出

し
払

出
し

払
出

し

結
婚
関
係

資
金

預
入

金

（
結

婚
）

50
歳

到
達

時
（
子

育
て

）

育
児
関
係

資
金

親
・
祖

父
母

（
妊
娠
・出

産
）

出
産
関
係

資
金

①
贈

与
者

が
死

亡
し

た
場

合
、

そ
の

時
点

の
残

高
を

相
続

財
産

に
加

算
（
注

２
）

②
使

い
残

し
に

対
し

て
贈

与
税

課
税

非
課

税
限

度
額

：
1
,0
0
0万

円

＜
下

記
の

結
婚

・
子

育
て

に
必

要
な

資
金

に
限

っ
て

払
出

し
可

能
＞

子
・
孫

※
使

途
が

結
婚

関
係

の

も
の

は
、

3
0
0
万

円

・
挙

式
費

用
・
不

妊
治

療
費

・
子

の
医

療
費

・
新

居
の
住

居
費

・
出

産
費

用
・
子

の
保

育
費

・
引

越
費

用
・
産

後
ケ
ア
費

用
（
ベ

ビ
ー

シ
ッ
タ
ー

費
含

む
）

金
融
機
関
が
領
収
書
等

を
チ
ェ
ッ
ク
し
、
左
記
に

該
当
す
る
こ
と
を
確
認

（
結

婚
関

係
）

（
出

産
・
育

児
関

係
）

（
注

１
）
金

融
機

関
と
は
、
信

託
銀

行
、
銀

行
及

び
証

券
会

社
を
い
う
。

（
注

２
）
相

続
税

の
計

算
を
す

る
場

合
、
孫

等
へ

の
遺

贈
に
係

る
相

続
税

額
の
２
割

加
算

の
対

象
と
し
な
い
。

（
参

考
）
平

成
3
0
年

9
月

末
時

点
の
実

績
契

約
件

数
：
5
,4
0
9
件

、
信

託
財

産
設

定
額

：
約

1
5
9
億

円

口
座

（
金

融
機

関
）（

注
１
）

結
婚

・
子

育
て

資
金

を
ま

と
め

て
贈

与

-21-



2
2
 

 

 
 

 
 

 
※

１
 
個

人
事
業

承
継

計
画
は

、
平
成

31
年
４
月
１

日
か
ら

令
和
６

年
３
月

31
日

ま
で
に

都
道
府

県
知
事
に
提
出

し
、
確

認
を
受

け
る
必

要
が
あ

る
。
 

※
２
 
平

成
3
1
年
１

月
１
日
か

ら
令
和

10
年

1
2
月

31
日
ま

で
の
贈

与
で
あ

る
こ
と

。
 

※
３
 
先

代
事
業

者
の
生

計
一
親

族
か
ら

の
特
定

事
業
用

資
産
の

贈
与
に

つ
い
て

は
、
※

２
の
期

間
内
で
、
先
代

事
業
者

か
ら
の

贈
与
・

相
続
等

の
日
か

ら
 

１
年
を
経

過
す
る

日
ま
で

に
さ
れ

た
も
の

に
限
る

。
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2
3
 

 

 

※
１
 
個

人
事
業

承
継
計

画
は
、

平
成

31
年

４
月
１

日
か
ら
令

和
６
年

３
月

31
日

ま
で
に
都

道
府
県

知
事
に

提
出
し

、
確
認

を
受
け

る
必
要

が
あ
る

。
 

※
２
 
平

成
3
1
年
１

月
１
日
か

ら
令
和

10
年

1
2
月

31
日
ま

で
の
相

続
等
で

あ
る
こ

と
。
 

※
３
 
先

代
事
業

者
の
生

計
一
親

族
か
ら

の
特
定

事
業
用

資
産
の

相
続
等

に
つ
い

て
は
、

※
２
の

期
間
内

で
、
先

代
事
業

者
か
ら

の
贈
与

・
相
続

等
の
日

か
ら
 

１
年
を
経

過
す
る

日
ま
で

に
さ
れ

た
も
の

に
限
る

。
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6
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2
7
 

  

Ｍ
Ｅ

Ｍ
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011 204 5331 077 528 3732

017 734 9374 075 414 4851

019 629 5544 066210 9490

022 211 2742 078 362 3313

018 860 2215 0742 330817

023 630 2359 073 441 2740

024 521 7288 0857 267453

029 301 3560 0852 225288

028 623 3173 086 226 7353

027 226 3339 082 513 3370

048 830 3910 083 933 3180

043 223 2712 088 621 2322

03 5320 4785 087 832 3345

046 235 5620 089 912 2480

025 280 5240 088 823 9697

076 444 3248 092 643 3425

076 225 1522 0952 257182

055 223 1541 095 895 2616

026 235 7195 096 333 2316

058 272 8389 096 333 2319

054 221 2807 097 506 3226

052 954 6332 0985 267097

059 224 2447 099 286 2944

0776 20 0367 098 866 2343

0776 20 0370
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1-1． 受講記録の確認方法について 

 

 
 

 

  
 

 

 

１．研修受講管理システムにアクセス 

（１）インターネットに接続し、近畿税

理士会ホームページにアクセスしま

す。(http://www.kinzei.or.jp) 

 

 

 

 

（２）「税理士の方へ」をクリックします。 

 

（３）会員向けページ ログイン画面に移

動しますので、「近税パソネット 21」

をクリックします。 

 

 

 

（４）｢ユーザー名｣と｢パスワード｣を入

力します（会員以外には開示しない

でください）。 

ユーザー名 ： go   

パスワード ： kinki  

入力が終わりましたら「ＯＫ」ボ

タンを押してください。 

 

（５）研修情報の「研修受講管理システ

ム」をクリックします。 

 

 

 

 

（６）「受講管理システム」バナーをクリ

ックします。 

 

 

 

 

 

 

 

検索サイト google等で検索する。 

近畿税理士会      検索 

 

研修受講管理システム利用マニュアル 
（受講記録の確認・登録） 



1-2 受講記録の確認方法について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．研修受講管理システムにログイン 

（１）研修受講管理システムに入る際に

は｢登録番号｣と｢パスワード｣の入力

が必要になります。 

登録番号：登録番号(５桁 or ６桁) 

ﾊ ﾟ ｽ ﾜ ｰ ﾄ ﾞ：(初期ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ) 生年月日(８桁) 

         (例)19630223 

入力が終わりましたら「ログイン」

ボタンをクリックします。 

※初めてログインする場合やパスワー

ドを忘れて初期化した場合には、パス

ワード設定画面に移動します。 

※パスワード設定画面の「現在のパスワ

ード」は初期パスワード（生年月日）

です。 

（２）ログイン完了後、トップページに

移動します。画面左上に表示される

自分のお名前（カタカナ）を確認願

います。現時点での今年度の研修受

講時間(※)が表示されます。 

  (※)円グラフ等で表示される研修受講

時間は、毎日実施されるメンテナン

ス終了後に反映されます。 

 

３．研修受講記録の確認 

（１）画面上部メニューの「年度別受講

記録」をクリックすると、１事業年

度（4 月 1 日～3 月 31 日）に受講し

た研修の受講記録を確認できます。 

（２）確認したい事業年度(西暦)を入力

し「出力」ボタンをクリックします。 

  (例)平成 30 年度分を確認したい場

合は「2018」と入力 

（３）「はい」ボタンをクリックし、「フ

ァイルを開く」を選択するとＰＤＦ

が表示されます。 

《イメージ》 



2-1 受講時間の認定申請方法について 

 

（１）「その他の研修」の場合 

 

 

 

 

○ 受講記録を登録する 

（１）画面上部メニューの「自己申請」を

クリックし、「「その他の研修」受講認

定申請」をクリックします。 

（２）必要事項を入力し、「入力内容確認」

ボタンをクリックします。 

＜必要事項＞ 

  ①実施団体名 

略称を使用せずに入力してください。 

  ②日時 

   ※講師としての申請の場合は、実際に

講演した時間を入力してください。 

  ③会場 

  ④講師名 

  ⑤研修テーマ 

   研修の科目がわかるよう詳しく入力

してください。 

（例）正：相続税実務の留意点 

誤：第５回研修会 

  ⑥研修の概要 

   内容がわかるよう詳しく入力してく

ださい。 

  ⑦受講分類 

   「受講者として」または「講師として」

を選択してください。 

  ⑧研修の種類 

   該当するものを選択してください。 

 

（３）表示される内容を確認し、間違い

がなければ、「登録」ボタンをクリッ

クします。 

（４）再度確認画面が表示されますので、

「はい」ボタンをクリックします。 

「自己申請を登録しました。」と表示

されれば登録完了です。 

 ※当該登録内容については、本会での審

査（認定）後、受講時間に反映されま

す。 



2-2 受講時間の認定申請方法について 

 

（２）「マルチメディア方式の研修」の場合 

 

 

 

 

      
 

 

 

 

○ 受講記録を登録する 

（１）画面上部メニューの「自己申請」を

クリックし、「マルチメディア受講認

定申請」をクリックします。 

（２）申請したい研修会を検索します（又

は研修会一覧から探します）。 

☆日税連主催研修会ビデオ（他会提供研

修を含む）を視聴した場合は、配信欄

の「○ 日税連」を選択し、「検索」ボ

タンをクリックしてください。 

（３）申請したい研修会の「申請」ボタン

をクリックします。 

 

※研修受講管理システムにログイン

し、研修会ビデオの視聴終了後に表

示される「受講記録申請」又は「受

講記録を登録する」ボタンをクリッ

クした場合は、この申請画面に直接

移動します。 

 

（４）「受講日」（視聴した日）を入力し、「登

録確認」ボタンをクリックします。 

※研修会確認コードは空欄のままに

してください。 

 ☆日税連主催研修会の受講記録の登録

には、（動画内に表示される）４桁の

研修会確認コードを入力する必要が

あります。 

（５）表示される内容を確認し、間違いが

なければ、「登録」ボタンをクリック

します。 

（６）再度確認画面が表示されますので、

「はい」ボタンをクリックします。 

 

会場型研修会を受講後、同一のビデ

オ研修を視聴されても受講記録の登録

はできません。 

 

（留意事項） 



ご都合にあわせて受講できます！ 

 

業務や会場定員等で研修会を受講できない会員のために、本会が開催した各種研修会のテキ

スト・収録ビデオを「近税パソネット 21＞研修情報＞マルチメディア研修／テキスト」に掲載

していますので、ぜひご活用ください（講師都合により未収録の研修会を除く）。 

なお、マルチメディア研修を受講された場合、当該収録時間がその研修の受講時間となりま

すので「研修受講管理システム」で受講時間の認定申請をお願いします。 

 

 

（１）インターネットに接続し、近畿税理

士会ホームページにアクセスします。

(http://www.kinzei.or.jp) 

 

 

 

 

（２）｢税理士の方へ｣をクリックします。

 

（３）｢近税パソネット 21｣をクリックし

ます。 

 

（４）｢ユーザー名｣と｢パスワード｣を入力

します（会員以外には開示しないでく

ださい）。 

ユーザー名 ： go   

パスワード ： kinki  

入力が終わりましたら「ＯＫ」ボタン

を押してください。 

 

（５）「研修情報＞マルチメディア研修／

テキスト」をクリックします。 

 

 

○研修会収録ビデオの視聴方法 

マルチメディア研修のご案内

検索サイト google 等で検索する。

近畿税理士会      検索 



 

 

（６）「近畿税理士会マルチメディア研修」

バナーをクリックします。 

 

☆日税連主催研修会（各税理士会提供

研修を含む）は「受講管理システム」

より視聴できます。 

 ※詳細は次葉を参照願います。 

 

 

 

（７）ビデオを開催年度・研修会種別ごと

に掲載していますので、受講したい研

修会種別の「表示」ボタンをクリック

します。 

 

 

 

（８）選択した研修会種別のビデオタイト

ル一覧が表示されますので、視聴した

い研修会の「視聴」ボタンをクリック

します。 

  ※視聴に際して「当日配布資料」（Ｐ

ＤＦ）をダウンロードしてくださ

い。 

 

 

 

（９）視聴ページが表示されますので、 

「 ▶ （再生）」ボタンをクリックしま

す。 

 

 

○視聴後、研修受講時間として算入す

る場合は認定申請が必要です。 

 

 

（10）視聴終了後に表示される「受講記録

申請」ボタンをクリックすると、研修

受講管理システムの申請画面へ移動

します。 

  ※同申請方法（詳細）は次々葉を参照

願います。 

 

 



 

 

 

 

 

○研修受講管理システムにアクセスし、ロ

グインします。 

（１）「近税パソネット 21＞研修情報＞マ

ルチメディア研修/テキスト」にアク

セスし、「受講管理システム」バナー

をクリックします。 

（２）研修受講管理システムにログインし

ます。 

 ログイン方法  

「登録番号」と「パスワード」を入力し、

「ログイン」ボタンをクリックします。 

①初期パスワードは「西暦の生年月日（8

桁）です。（例）19630223 

②初めてログインする場合やパスワー

ドを忘れて初期化した場合には、パス

ワード設定画面に移動します。 

 ※パスワード設定画面の「現在のパス

ワード」は初期パスワードです。 

 

○研修会ビデオを視聴する。 

（１）「マルチメディア研修（日税連）」バ

ナーをクリックします。 

（２）視聴したい研修会を検索します（又

は研修会一覧から探します）。 

（３）視聴したい研修会のタイトルをクリ

ックします。 

（４）研修会詳細ページが表示されますの

で、「 ▶ （再生）」ボタンをクリック

します。 

（５）視聴ページが表示されますので、 

「 ▶（再生）」ボタンをクリックしま

す。 

○視聴後、研修受講時間として算入す

る場合は認定申請が必要です。 

（６）動画内に４桁の研修確認コードが表

示されますので、同コードを控え、視

聴後、受講記録の登録の際に入力して

ください。 

（７）すべての動画視聴終了後に表示され

る「受講記録を登録する」ボタンをク

リックすると、研修受講管理システム

の申請画面へ移動します。 

※同申請方法（詳細）は次葉を参照願

います。 

 

○日本税理士会連合会ビデオ研修のご案内 

 



  
 

 

 

 

 

○研修受講管理システムにアクセスし、

ログインします。 

※ログイン方法は前葉を参照願います。

（１）メニューの「自己申請」をクリッ

クし、（プルダウンで表示された）「マ

ルチメディア受講認定申請」をクリ

ックします。 

（２）申請したい研修会を検索します（又

は研修会一覧から探します）。 

☆日税連主催研修会ビデオ（他会提供

研修を含む）を視聴した場合は、配

信欄の「○ 日税連」を選択し、「検

索」ボタンをクリックしてください。

（３）申請したい研修会の「申請」ボタ

ンをクリックします。 

 

 

※研修受講管理システムにログイン

し、研修会ビデオの視聴終了後に表

示される「受講記録申請」又は「受

講記録を登録する」ボタンをクリッ

クした場合は、この申請画面に直接

移動します。 

 

（４）「受講日」（視聴した日）を入力し、

「登録確認」ボタンをクリックします。

※研修会確認コードは空欄のままに

してください。 

 ☆日税連主催研修会の受講記録の登録

には、（動画内に表示される）４桁の

研修会確認コードを入力する必要が

あります。 

（５）表示される内容を確認し、間違い

がなければ、「登録」ボタンをクリッ

クします。 

（６）再度確認画面が表示されますので、

「はい」ボタンをクリックします。

 

会場型研修会を受講後、同一のビデ

オ研修を視聴されても受講記録の登

録はできません。 

 

○受講時間の認定申請方法について 

（留意事項）



 

平成２６年４月１日より

賛助会員制度を刷新

し、新サービスを開始い

たしました。 

サービス向上に努め、大

幅に特典が充実してお

ります。 

ぜひご入会ください。 

公益財団法人日本税務研究センター 

公益財団法人日本税務研究センターは，租税制度，税務行政，税理士制度及

び企業会計等に関する学術的な調査研究を行い，それらを広く一般に公開するこ

とによりわが国の申告納税制度の進歩発展とその普及啓蒙等に資することを目的に

活動しています。 

研究者、実務家、税理士をはじめ、広く一般国民に向け、税務に関する有益な情

報を提供しております。 

〒141-0032 東京都品川区大崎 1-11-8 日本税理士会館１階 

お問い合わせ    03-5435-0912 

創立３０周年 

新たな賛助会員

制度を開始いた

しました 

会員特典 

◆租税ゼミナールの受講料割引 

◆機関誌「税研」の無料配布 

◆「税務事例研究」年度版 CD-ROM 

の無料配布 

◆当センター刊行物の割引購入（2 割引） 

◆当センター刊行物の電子書籍サービス 

◆図書室蔵書の貸出利用 

（貸出冊数：2 冊、貸出期間：2 週間） 

◆コピーサービスの利用 

◆日税研通信ゼミ審査料免除 

特別会員限定 

◆研究紀要「日税研論集」の無料配布 

◆当センター刊行物の割引購入（3 割引） 

◆図書室蔵書の貸出利用 

（貸出冊数：4 冊、貸出期間：4 週間） 

◆コピー代金の月末締請求を利用可能 

◆税務相談室の優先利用 

 

 15,000 円～ 
普通会員：１５，０００円 

特別会員：２０，０００円 

法人会員：３０，０００円 

名誉会員：１０万円以上 

会費（年額） 

裏面の申込書に必要事項をご記入の上、ＦＡＸにてお送りください。 



近畿税理士会　制度研究課　行

ＦＡＸ：０６－６９４２－２１８２

　〒　　　　　　　　　　　　　☆

メールマガジン

□　要要

□　不要

〔入会手続について〕

３． 当センターで確認後、会員証をお送りします。

２． 後日、当センターからお送りする正式の入会申込書（兼口座振替依頼書）に所要事項をご記入し、

　   ご返送ください。初年度の会費は、上記申込書に同封の専用払込用紙により払い込みください。

１． 必要事項をご記入の上、ＦＡＸにてお送りください。　

日本税務研究センター使用欄

所属税理士会 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税理士会

 Ｅ-Ｍａｉｌ 　　　　　　　　　　　＠

住　　所

電話番号 －　　　　　　－ ＦＡＸ番号 －　　　　　　－

税理士登録番号

所属支部

記入日　　   　年　 　　月　　　 日

賛助会員入会申込書

　　□ 特別会員（年額 ２０，０００円）     □ 普通会員（年額 １５，０００円）

フリガナ

氏　　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支部

会員種別

　　 特別会員又は普通会員をお選びください。
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